
加工原料乳生産者補給交付金等交付業務委託要綱

〔平成１５年１０月１日〕
〔１５農畜機第４３号〕
一部改正　　平成２９年２月８日付け２８農畜機第５４２６号
一部改正　平成３０年３月２９日付け２９農畜機第６６９４号
一部改正　平成３０年１２月２５日付け３０農畜機第５１９３号
一部改正　平成３１年３月１４日付け３０農畜機第７１１３号
一部改正　令和２年３月２７日付け元農畜機第７９１９号
　　　一部改正　令和３年３月３０日付け２農畜機第７２５５号
一部改正　令和５年３月２９日付け４農畜機第７１９４号
一部改正　令和７年３月２７日付け６農畜機第８５２３号
第１　趣旨
独立行政法人農畜産業振興機構（以下「機構」という。）は、加工原料乳生産者補給交付金等交付要綱（昭和４１年４月２３日付け４１畜団第５２号）に基づく加工原料乳についての生産者補給交付金及び生産者補給金並びに集送乳調整金の交付業務（以下「生産者補給交付金等交付業務」という。）の円滑な実施を図るため、独立行政法人農畜産業振興機構業務方法書（平成１５年１０月２日付け農林水産省指令１５生産第４１５３号）第２５３条第１項第２号の規定に基づき、その業務の一部をこの要綱の定めるところにより都道府県に委託するものとする。
第２　委託業務
１　機構が都道府県に委託する業務は、次に掲げるとおりとする。
（１）生産者補給交付金等交付業務に関する指導監督
（２）生乳取引数量等確認事務支援システムを用いた、加工原料乳数量認定
等事務実施要領（平成１３年８月１０日付け１３生畜第２０６０号農林
水産省生産局長通知）に定める加工原料乳の数量の算出及び認定並びに
生乳の用途別処理量の算出及び用途別取引数量等の確認に係る以下の業
務
ア　当該都道府県に所在する乳業工場の報告の取りまとめ及び機構への報告
イ　当該都道府県に生乳の生産地域が所在する交付対象事業者（生乳の
生産地域が一の都道府県の区域を超える交付対象事業者を除く。）の
報告の取りまとめ及び機構への報告
ウ　月間認定対象数量通知書及び加工原料乳数量認定書並びに生乳用途別取引数量等確認通知書等の交付対象事業者への交付
エ　ウに記載した以外の通知書等の乳業者、農林水産大臣、都道府県知事等関係者への交付
２　１の（２）のウの月間認定対象数量通知書若しくは加工原料乳数量認定書又は生乳用途別取引数量等確認通知書を交付したときは、遅滞なくその写しを独立行政法人農畜産業振興機構理事長（以下「理事長」という。）に送付するものとする。
第３　委託承諾書の提出
都道府県知事は、この要綱の定めるところにより、委託業務を受託しようとするときは、別紙様式第１号による承諾書を理事長に提出するものとする。
第４　業務委託契約の締結

　　　理事長は、承諾書を受けて、都道府県知事との間で、生産者補給交付金等交付業務委託契約を締結するものとする。
第５　委託費の支払
理事長は都道府県知事が第２に掲げる業務を実施するために必要な経費として、予算の範囲内において別に定める委託費を支払うものとする。

第６　委託費の請求
都道府県知事は、第５の委託費を請求しようとするときは、当該委託業務を完了した日から１月を経過した日までに別紙様式第２号の加工原料乳生産者補給交付金等交付業務委託費実績報告書を理事長に提出するものとする。
　
第７　委託費の概算払
１　理事長は、必要があると認めるときは、第５の委託費について、概算払
をすることができる。
２　１の規定により概算払を受けようとするときは、第４による生産者補給交付金等交付業務委託契約を締結した後、速やかに別紙様式第３号の加工原料乳生産者補給交付金等交付業務委託費概算払請求書を理事長に提出するものとする。
　
第８　委託費の返還
理事長は、都道府県知事の委託費の支出が適当でないと認めたときは、委託費の全部若しくは一部を交付せず、又は交付した委託費の全部若しくは一部を返還させることができるものとする。
第９　帳簿及び証拠書類

１　都道府県知事は、委託業務に係る収支を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備保管するものとし、その保存期間は、当該業務終了の年度の翌年度から起算して５年間とする。
　２　１の規定に基づき作成、整備及び保管すべき帳簿及び証拠書類のうち、電磁的記録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録によることができる。
附　則（平成１５年１０月１日付け１５農畜機第４３号）

１　本要綱の制定に伴い加工原料乳生産者補給交付金交付業務委託要綱（昭和４１年４月２３日４１畜団第５２号）は廃止する。
２　この要綱の制定前の加工原料乳生産者補給交付金交付業務委託要綱（昭和４１年４月２３日４１畜団第５２号）による委託については、本要綱による委託とみなす。

附　則（平成２４年３月２６日付け２３農畜機第５００８号）
この要綱は、平成２４年３月２６日から施行し、平成２４年４月１日から適用する。

附　則（平成２９年２月８日付け２８農畜機第５４２６号）
この要綱の改正は、平成２９年２月８日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。
ただし、第１の改正については、平成28年10月１日から適用する。
附　則（平成３０年３月２９日付け２９農畜機第６６９４号）

この要綱の改正は、平成３０年４月１日から施行する。
附　則（平成３０年１２月２５日付け３０農畜機第５１９３号）

この要綱の改正は、平成３０年１２月３０日から施行する。
附　則（平成３１年３月１４日付け３０農畜機第７１１３号）

この要綱の改正は、平成３１年４月１日から施行する。
附　則（令和２年３月２７日付け元農畜機第７９１９号）

この要綱の改正は、令和２年４月１日から施行する。
附　則（令和３年３月３０日付け２農畜機第７２５５号）

この要綱の改正は、令和３年４月１日から施行する。
　　附　則（令和５年３月２９日付け４農畜機第７１９４号）
この要綱の改正は、令和５年４月１日から施行する。
　附　則（令和７年３月２７日付け６農畜機第８５２３号）
この要綱の改正は、令和７年４月１日から施行する。
（別紙様式第１号）
承諾書
番　　　号
年　月　日
独立行政法人農畜産業振興機構
理事長　　　　　　　　　　　殿
都道府県知事氏名　　　　　　（印）
　　　年　　月　　日付け　農畜機第　　号をもって依頼があった加工原料乳生産者補給交付金等交付事業に対する業務の委託については、下記の収支予算書により、加工原料乳生産者補給交付金等交付業務委託要綱第３の規定に基づき受託します。
記
収支予算書（　　年　月　日～　　年　月　日）
	項目
	区分
	金額
	備考

	収入
	加工原料乳生産者補給
交付金等交付業務委託費
	円
	　

	
	合計
	　
	　

	支出
	旅費
印刷費
台帳作成費
通信運搬費
給料・報酬等
消耗品費
	　
	　

	
	消費税１０％計
	　
	　

	
	支出額合計
	
	


（注）１　区分欄の支出費目については、ここに掲げた以外に、本事業実施上、特に必要なものがある場合はその費目を追加計上し、備考欄に必要理由を付記すること。
２　支出の備考欄へは費目ごとに算出基礎を記入すること。
　　　３　給料・報酬等は会計年度任用職員（地方公務員法（昭和２５年法律
第２６１号）第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員をいう。
以下同じ。）に係るものとする。

（別紙様式第２号）
加工原料乳生産者補給交付金等交付業務委託費実績報告書
番　　　号
年　月　日
独立行政法人農畜産業振興機構
理事長　　　　　　　　　　　殿
都道府県知事氏名　　　　　　　　　
　　　　　　登録番号　　　　　　　　　　　　　
加工原料乳生産者補給交付金等交付業務委託要綱第６の規定に基づき、下記のとおり実績を報告します。

なお、併せて委託費　　　　円の支払を請求します。
記
１　収支実績報告書（　　年　月　日～　　年　月　日）
	項目
	区分
	金額
	備考

	収入
	加工原料乳生産者補給交付金等交付業務委託費
	円
	　

	
	合計
	　
	　

	支出
	旅費
印刷費
台帳作成費
通信運搬費
給料・報酬等
消耗品費
	　
	　

	
	消費税１０％計
	　
	　

	
	支出額合計
	
	


（注）給料・報酬等は会計年度任用職員に係るものとする。
２　支払額進捗管理表
	区分
	金額
	備考

	承諾書の受託額
	円

	

	実績額①
	円

	

	既概算払受領額②
	円

	

	精算請求額
＝①－②
	円

	


３　精算請求額の内訳
	
	請求額（税抜）
	消費税
	備考

	合計
	円

	円

	

	１０％対象
	円

	円
	


４　振込金融機関名等

　金融機関名　　○○銀行　○○支店　

　預金種別　　　○○預金　

　口座番号　

（フリガナ）

　口座名義　
（別紙様式第３号）
加工原料乳生産者補給交付金等交付業務委託費概算払請求書
番　　　号
年　月　日
独立行政法人農畜産業振興機構
理事長　　　　　　　　　　　殿
都道府県知事氏名　　　　　　　　　
登録番号　　　　　　　　　　　　　
加工原料乳生産者補給交付金等交付業務委託要綱第７の２の規定に基づき、下記１の委託費を概算払により支払されたく請求します。
記
１　請求額
	金額

	円


２　請求額の内訳
	
	請求額（税抜）
	消費税
	備考

	合計

	円
	円
	

	１０％対象

	円
	円
	


３　承諾書の受託額
	受託額（税込）
	円



４　振込金融機関名等

　金融機関名　　○○銀行　○○支店　

　預金種別　　　○○預金　

　口座番号　

（フリガナ）

　口座名義　
4

